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農 業 の 現 状

農 業 の 特 徴

問　1　農業の特徴に関する次の記述につい

て，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　農業には品質・鮮度保持などの課題があ

り，単純な機械化で対応することは難しい。

⑵　窒素，リン酸，カリウムを，肥料の 3 要

素という。

⑶　植物の生育速度や機械の作業効率に影響

を及ぼすことから，水はけの問題は重要で

ある。

⑷　中山間地域は，平地と比較して農地に適

した地形である。

⑸　微気象は，作物の生育や管理を行う場合

に重要なポイントである。

	 正解率　91％

正解　⑷	

　解　説

⑴　農業は生物を相手にする産業であ

り，動植物の本能，潜在能力を引きだ

して生産物を生み出す必要があること

から，そのコントロールは複雑である。

均一化・品質・鮮度保持の課題もある。

こうした課題に単純な機械化では対応

することは難しい。したがって，⑴は

正しい。

⑵　植物の肥大に影響を及ぼす窒素，代

謝に影響を及ぼすリン酸，細胞内外の

水分調整等に影響を及ぼすカリウムを，

肥料の 3 要素という。したがって，⑵

は正しい。

⑶　土質以外にも生育に影響を及ぼすも

のとして用排水がある。農作物を見る

と，水（用水）があるかどうか，に目

がいきがちだが，植物の生育速度や機

械の作業効率に影響を及ぼすことから，

水はけの問題も重要なポイントである。

したがって，⑶は正しい。

⑷　中山間地域は，圃場 1 枚あたり区画

が小さかったり，不整形だったり，傾

斜がきついなど，農地としての制約が

大きく，さらに過疎化・高齢化等によ

り経営規模や経営コスト等の点で平地

と格差がある。したがって，⑷は誤り

であり，これが本問の正解である。

⑸　微気象は地表面の影響を受ける地上

10 メートル付近までの気層内の微細な

時間・空間スケールの気象現象のこと



−24− −25−

農業融資実務 農業融資実務

で，作物の生育や管理を行なう場合，

非常に重要なポイントである。したがっ

て，⑸は正しい。

認 定 農 業 者

問　2　認定農業者について，誤っているもの

を 1つ選びなさい。

⑴　認定農業者となるには，農業経営基盤強

化促進の規定に基づき，農業経営改善計画

を作成しなければならない。

⑵　経営規模が小さい新規就農や兼業農家で

あっても，一定の所得水準を目指す場合は

認定農業者の対象となる。

⑶　農業経営改善計画は，事業を実施する予

定の地域の農業協同組合に提出しなければ

ならない。

⑷　認定農業者に対する助成措置の 1 つとし

て，農業者年金が挙げられる。

⑸　認定農業者は，日本政策金融公庫のスー

パー L 資金および JA の新スーパー S 資金

の融資対象となる。

	 正解率　88％

正解　⑶	

　解　説

⑴　認定農業者とは，農業経営基盤強化

促進法の規定に基づき農業経営改善計

画を作成し，その内容が各市町村の農

業経営基盤強化促進基本構想に照らし

て適切であるとともに達成が見込まれ

るもののことをいう。したがって，⑴

は正しい。

⑵　認定農業者は，食料農業農村基本計

画において効率的かつ安定的な農業経

営の担い手として中心的な役割が期待

されており，①個人のみならず法人も

対象，②経営規模が小さい新規就農，

兼業農家でも，一定の所得水準を目指

す場合は対象，③農地のない畜産・施

設園芸も対象となる。したがって，⑵

は正しい。

⑶　農業経営改善計画は，事業を実施す

る予定の市町村に提出し，計画書が市

町村基本構想に照らして適切か，達成

できる計画か，農用地の効率的・総合

的利用に配慮したものかといった点が

認定基準になる。したがって，⑶は誤

りであり，本問の正解である。

⑷　認定農業者に対する助成措置の 1 つ

として，農業者年金がある。認定農業

者には通常保険料の下限額を下回る特

例保険料が適用され，下限額との差額

が補助される。したがって，⑷は正しい。

⑸　認定農業者に対する助成措置の 1 つ

として制度資金がある。認定農業者は，

日本政策金融公庫のスーパー L 資金お

よび JA の新スーパー S 資金の融資対

象となる。したがって，⑸は正しい。

集 落 営 農

問　3　集落営農について，正しいものを 1

つ選びなさい。

⑴　集落営農を行うことにより，若い人材を

確保しやすくなり，休暇制度も充実する。

⑵　集落営農は，機械の共同利用により経費

節減が期待され，機械の更新時においても

債権債務の関係や担保の問題は生じない。

⑶　集落営農は，地縁的にまとまりのある一

定の範囲の農地を面としてまとめて利用で

きるという有利性があり，耕作放棄地を出
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さずに農地を保全・管理できることが期待

される。

⑷　集落営農であれば，プール計算の計算方

式を採用したとき，各農業者の単位面積当

たり収穫量が収入に反映され，生産性向上

に繋がる。

⑸　集落営農が民法上の組合に分類される場

合，税法上，組合の損益はすべて集落営農

に帰属するため，各農業者への損益の分配

は行わなくてよい。

	 正解率　88％

正解　⑶	

　解　説

⑴　集落営農は元々若い農業者が少なく，

集落営農を組織しても，会社を定年退

職して就農する高齢者や，他に仕事を

持っている人の休日労働に依存せざる

を得ない。したがって，⑴は誤りである。

⑵　集落営農は機械の共同利用による経

費削減が期待されるが，機械の更新時

の債権債務の関係，担保の問題が生じ

ることもある。したがって，⑵は誤り

である。

⑶　従来から進めてきた個別経営体の規

模拡大では，圃場が分散・点在して面

的に集積しないという課題がある。こ

れに対し，集落営農は地縁的にまとま

りのある一定の範囲の農地を面として

まとめて利用できるといいう有利性が

あり，耕作放棄地を出さないで農地を

保全管理できることが期待される。し

たがって⑶が正解である。

⑷　各農業者の経営面積に応じて損益を

分配するプール計算の計算方式を採用

したとき，各農業者の単位面積当たり

収穫量が収入に反映されず，「面積当た

りの収穫量を努力して引き上げても手

取りは一緒」ということになり，生産

性向上の面で課題となる。したがって，

⑷は誤りである。

⑸　集落営農が民法 667 条に定める民法

上の組合（いわゆる任意組合）に該当

する場合，組合の損益は各構成員に帰

属し分配を行う。したがって，⑸は誤

りである。

農 業 法 人

問　4　農業法人について，正しいものを 1つ

選びなさい。

⑴　農業法人は，農地法上の区分として農事

組合法人と一般農業法人に分けられる。

⑵　農業法人の特徴として，売上規模が大き

いほど経営効率が高い経営になっている。

⑶　農業法人白書 2013 によると，売上規模の

小さい法人は，主に民間金融機関（特に都

市銀

行）から借入を行なっている。

⑷　農業法人白書 2013 によると，販売先別売

上高構成（2013 年）において，販売先の割

合は JA がトップとなっている。

⑸　食料・農業・農林白書（平成 23 年版）に

よれば，業種別農業生産法人数（2011 年）

の割合は，畜産が一番多く，次いで米麦作

となっている。

	 正解率　53％

正解　⑵	

　解　説

⑴　農業法人は，農地法上の区分として，

農用地の取得が可能となる農業生産法
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人とそれ以外の一般農業法人に分かれ

る。したがって，⑴は誤り。

⑵　農業法人の特徴として，売上規模が

大きいほど，経営効率が高い経営になっ

ている。また売上構成についてみると，

経営の多角化が進むほど，消費者への

直接販売割合が高くなっている。した

がって，⑵は正しく，これが本問の正

解である。

⑶　農業法人白書 2013 によると，借入

金のある金融機関は日本政策金融公庫，

JA という回答が多く売上規模の大きい

法人は民間金融機関（特に都市銀行）

から借入を行なっている。したがって，

⑶は誤り。

⑷　 農 業 法 人 白 書 2013 に よ る と， 販

売先売上高構成（2013 年）において

トップは問屋卸の 34.0％，次いで JA

の 18.9％と続く。したがって，⑷は誤 

り。

⑸　食料・農業・農林白書（平成 23 年版）

によれば，業種別農業生産法人の割合

は米麦作が一番多く，次いで畜産，野菜，

果樹と続く。したがって，⑸は誤り。

食 の 外 部 化

問　5　食の外部化について，誤っているもの

を 1つ選びなさい。

⑴　食の外部化を促している要因として，単

身世帯や夫婦のみ世帯の増加が挙げられる。

⑵　近年のコンビニエンスストアの台頭と食

の外部化に，関連性はない。

⑶　食の外部化率が上昇する一方で，外食市

場規模は 1997 年を境に減少傾向にある。

⑷　コンビニ弁当や百貨店の地下食品売り場

に代表されるような，外食と家庭内食の中

間的な形態である分野を，中食という。

⑸　外食産業における業務用需要への対応が，

農産物の販売動向に大きく影響する。

	 正解率　82％

正解　⑵	

　解　説

⑴　単身世帯や夫婦のみ世帯の増加と

いった世帯構造の変化は，「外で食べる」

「買ってきて食べる」という消費者行動

を促している。したがって，⑴は正しい。

⑵　世帯構造の変化に伴い消費行動に最

も適応したのがコンビニという業態で

ある。コンビニの主力商材が弁当類・

サンドイッチであることも，食の外部

化と無縁ではない。したがって，⑵は

誤りであり，本問の正解である。

⑶　外食市場は 1997 年の約 29 兆円を境

に減少傾向にあり，2013 年は約 24 兆円

となっている。したがって，⑶は正しい。

⑷　コンビニ弁当や百貨店の地下食品売

り場に代表されるような，外食と家庭

内食の中間的な形態である分野を中食

という。したがって，⑷は正しい。

⑸　外食産業の食材調達行動は，中食産

業やコンビニ等にも導入され，現在で

は「業務用需要」への対応の成否が，

農産物や加工食品の販売動向に大きな

影響を及ぼしている。したがって，⑸

は正しい。

耕 作 放 棄 地

問　6　耕作放棄地について，誤っているもの

を 1つ選びなさい。
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⑴　2010 年の農林業センサスによれば，耕作

放棄地とは，以前耕地であったもので，過去

1 年以上作物を栽培せず，しかもこの数年

の間に再び耕作する考えのない土地をいう。

⑵　立地条件（地形）別にみると，耕作放棄

地は，中間農業地域と山間農業地域で 5 割

以上を占めている。

⑶　農地の転用期待が，農地流動化の阻害要

因の 1 つとなっている。

⑷　転作による補助金を利用すれば，米によ

る収入を必ず上回ることができ，耕作放棄

地の減少に繋がる。

⑸　農業就業者の高齢化や後継者不足も，耕

作放棄地が増加する理由の 1 つである。

	 正解率　87％

正解　⑷	

　解　説

⑴　2010 年の農林業センサスによると，

耕作放棄地とは，以前耕地であったも

ので過去一年以上作物を栽培せず，し

かもこの数年の間に再び耕作する考え

のない土地をいう。約 396 千 ha あり，

25 年間で 2.4 倍に広がっている。した

がって，⑴は正しい。

⑵　耕作放棄地を立地条件別にみると，

耕作放棄地は中間農業地域と山間の農

業地域で 5 割以上を占めている。中山

間地域の傾斜地の多さや，それに伴う

経営規模の零細性，機械化の限界等が

その原因として挙げられる。したがっ

て，⑵は正しい。

⑶　農地は，保有に係る税負担も軽微で

あり，将来大きな富をもたらすかもし

れない資産として受け継がれやすく，

これが農地流動化を阻害し，耕作放棄

地増加の一因となっている。したがっ

て，⑶は正しい。

⑷　政府は生産過剰による米価下落を防

ぐため，1969 年から減反政策を続けて

いる。転作した場合，米による収益と

の差額を補助金として国が交付する仕

組みである。しかし，転作に対する補

助金を加味しても米による収入を上回

ることができない場合が多く，その結

果，転作されずに耕作放棄地となって

いるケースもある。したがって，⑷は

誤りであり，本問の正解である。

⑸　農業就業者の高齢化や後継者不足も，

耕作放棄地が増加する理由の 1 つであ

る。日本農業を支えてきた昭和 1 ケタ

世代は，2000 年以降すべて 65 歳以上

となる。さらに，団塊の世代が高齢者

となるため，労働力の不足により，耕

作放棄地の増加が懸念される。したがっ

て，⑸は正しい。

野 菜 の 流 通 構 造

問　7　野菜の流通構造について，正しいもの

を 1つ選びなさい。

⑴　野菜流通に占める加工品の流通量は，年々

減少している。

⑵　卸売市場に持ち込まれた生鮮品は，すべ

て競りにかけられる。

⑶　野菜の市場外流通が減少し，卸売市場経

由率が上昇している。

⑷　宅配業者が（JA を経由して）産地から購

入し，消費者等に販売する流通形態を，小

売業者主導型という。

⑸　市場外流通の形態のうち個別の取扱高規

模が最も大きいのは，準市場型である。
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	 正解率　44％

正解　⑸	

　解　説

⑴　農林水産省「食料需給表」によると，

野菜流通に占める加工品の流通量は，

年々高まっている。1985 年の 108 万ト

ンから 2005 年の 437 万トンへ，20 年

間で約 4 倍に増加しているがその多く

が加工品である。したがって，⑴は誤り。

⑵　生鮮品の卸売市場の場合，持ち込ま

れた生鮮品がすべて競りにかけられる

わけではない。競売りの売買参加者で

ある卸売業者が量販店等からの注文を

受け，両社の合意によって価格を決め

るケースのほうが増えている。したがっ

て，⑵は誤り。

⑶　市場外流通の多様化が進んだことに

より，卸売市場経由の取引が減少して

いる。したがって，⑶は誤り。

⑷　宅配業者が（JA を経由して）産地か

ら購入し，消費者等に販売する流通形

態を，物流業者介在型という。したがっ

て，⑷は誤り。

⑸　市場外流通の形態のうち個別の取扱

高規模が最も大きいのは，準市場型で

ある。したがって，⑸は正しく，本問

の正解である。

米 　 　 政 　 　 策 （ ＊ ）

問　8　米政策に関する次の記述について，

誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　減反政策とは，米過剰に伴って生じるお

それがある米価の下落を防ぎ，稲作農家の所

得を確保するため，政策的に実施された，都

道府県別に減反面積を配分する政策である。

⑵　食料管理制度のもと，政府米価格が維持

されたことにより，米農家の大規模化が進

んだ。

⑶　米政策改革大綱のもと 2004 年からの米需

給調整は，減反面積でなく生産目標数量を

調整する方式に転換された。

⑷　2012 年の政権交代により，戸別所得補償

制度については，名称が経営所得安定対策

に変更された。

⑸　2013 年，米の直接支払交付金や米価変動

補填交付金について段階的に廃止すること

が決まった。

	 正解率　－％

正解　⑵	

　解　説

⑴　日本は 1965 年以降米の生産量が需

要量を上回るようになった。この米過

剰に伴って生じる恐れがある米価下落

を防ぎ，稲作農家の所得を確保するた

め政策的に実施されたのが都道府県別

に減反面積を配分する減反政策である。

したがって，⑴は正しい。

⑵　食料管理制度のもと，高い政府米価

格が維持された結果，小規模な農業者

が温存されたため，大規模化は進まず，

需給不均衡は解消されなかった。した

がって，⑵は誤りであり，本問の正解

である。

⑶　米政策改革大綱では米作りの本来あ

るべき姿の実現を図るため，生産調整

については農業者，農業者団体の自主

的主体的な取組みの強化が求められて

いる。その実現に向けて，2004 年から

の米需給調整は減反面積ではなく生産
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目標数量を調整する方式に転換すると

ともに，一定の交付金額により産地作

り対策と米価下落対策を柔軟に実施す

る産地づくり交付金の制度が創設され

た。したがって，⑶は正しい。

⑷　戸別所得補償制度は 2010 年度にモ

デル事業として実施され，2011 年度か

らは畑作物を新たな対象とし本格実施

された。2012 年には名称を経営所得安

定対策に変更し，2014 年までに抜本的

な見直しを行なうこととされた。した

がって，⑷は正しい。

⑸　2013 年 12 月に農林水産業・地域の

活力創造本部において，活力創造プラ

ンが発表され，経営所得安定対策と米

の生産調整の見直しについて明記され

た。その内容として米の直接支払交付

金や米価変動補填交付金について段階

的に廃止することとされた。したがっ

て，⑸は正しい。

6 次 産 業 化

問　9　6次産業化について，正しいものを 1

つ選びなさい。

⑴　農林水産省の「6 次産業化総合調査」に

よれば，平成 24 年度の農業生産関連事業

の年間販売金額の内訳は，観光農園がトッ

プとなっている。

⑵　6 次産業化とは，農林漁業者が自ら加工，

流通・販売に乗り出すことをいう。

⑶　6 次産業化法認定要件の 1 つとして，3 年

以内の計画期間に農林水産物等および新商

品の売上高が 3 年間で 3％以上増加するこ

とが求められる。

⑷　6 次産業化法の認定を受けると制度融資

の対象になるが，農林漁業成長産業化ファ

ンドの出資対象にはならない。

⑸　2013年に発足した農林漁業成長産業化支

援機構は，事業者に単独で直接出資を行なう。

	 正解率　70％

正解　⑵	

　解　説

⑴　農林水産省「6 次産業化総合調査」

によると，平成 24 年度の農業生産関連

事業の年間販売金額の内訳は，農産物

直売所販売金額が 8,448 億円，次いで

農産物の加工販売金額が 8,237 億円と

なっている。したがって，⑴は誤り。

⑵　6 次産業化とは，農林漁業者（1 次産

業）が自ら加工（2 次），流通・販売（3

次）に乗り出すことで，2 次，3 次産業

で付加されていた農林水産物の付加価

値を自ら得て，所得向上や農山漁村の

地域資源を活かした産業振興につなげ

ていこうとする取組である。したがっ

て，⑵は正しく，本問の正解である。

⑶　6 次産業化法の対象事業の認定要件

として，5 年以内の計画期間に農林水

産物等および新商品の売上高が 5 年間

で 5％以上増加することとしている。

したがって，⑶は誤り。

⑷　6 次産業化法の対象事業に認定され

ると新商品開発や販路開拓のための補

助，直売施設等を建築する際の農地転

用等の手続を簡素化，農林漁業成長産

業化ファンドからの出資，制度融資等

のメリットがある。したがって，⑷は

誤り。

⑸　2013 年に発足した農林漁業成長産業

化支援機構は，民間金融機関等と共同
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出資により設立されたサブファンドを

通じて，6 次産業化法の認定事業者に

対して出資を行なっている。したがっ

て，⑸は誤り。

農 地 制 度

農地法における農地の定義

問　10　農地法における各種の定義について，

正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　農地には，肥料用または飼料用の採草が

行なわれる野草地も含まれる。

⑵　作物の範囲には，肥培管理が行なわれて

いる栗や竹も含まれる。

⑶　非農家の家庭菜園は，農地にあたる。

⑷　ある土地が農地であるかどうかは，土地

登記簿の地目で判断する。

⑸　農地法における農地等という言葉には，

採草放牧地は含まれない。

	 正解率　53％

正解　⑵	

　解　説

⑴　農地とは耕作の目的に供される土地

のことであるが，肥料用または飼料用

の採草が行なわれる野草地は，肥培管

理をして作物を栽培する行為がないた

め，間接的には耕作の目的に供される

ものの，農地には当たらない。したがっ

て，⑴は誤り。

⑵　作物の範囲には農地において，栽培

の対象とされる限りは，稲，麦，大豆，

野菜，牧草地等の草本性植物のほか，桑，

茶，果樹等の木本性植物も含まれる。

したがって，栗や竹も，「栗の実や筍の

採取を目的としてそれが栽培される」

と認められる程度の肥培管理が行なわ

れているときは作物にあたる。したがっ

て，⑵は正しく本問の正解である。

⑶　休耕地や不耕作地などは現に耕作さ

れていなくても原則として農地にあた

るが，非農家の家庭菜園や森林化した

休耕地などは農地にあたらない。した

がって，⑶は誤り。

⑷　土地が農地であるかどうかは土地の

事実状態に基づいて客観的に判断する。

すなわち，その土地の位置，環境，利

用の経緯，現況等を総合的に考慮して

農地であるか判断する。したがって，

⑷は誤り。

⑸　農地法における農地等という言葉は，

農地と採草放牧地を合せた概念である。

したがって，⑸は誤り。

農 業 生 産 法 人

問　11　農業生産法人について，誤っている

ものを 1つ選びなさい。

⑴　農業生産法人とは，農地法で規定された

呼び名で農地等の権利（所有権，賃借権等）

を取得して農業経営を行うことのできる法

人のことである。

⑵　農業生産法人に該当するには，「法人形態

要件」「事業要件」「構成員要件」「業務執行

役員（経営責任者）要件」のすべてを満た

さなければならない。

⑶　農業生産法人になるには，行政庁の特別

の認可が必要である。

⑷　農業生産法人でなくなった場合は，農地
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を譲渡もしくは返還しなければならない。

⑸　法人形態要件には，持分会社も含まれる。

	 正解率　73％

正解　⑶	

　解　説

⑴　農業生産法人とは，農地法で規定さ

れた呼名で農地等の権利（所有権，賃

借権等）を取得して農業経営を行うこ

とのできる法人のことである。したがっ

て，⑴は正しい。

⑵　農業生産法人に該当するには，「法

人形態要件」「事業要件」「構成員要件」

「業務執行役員（経営責任者）要件」す

べてを満たさなければならない。農業

生産法人は毎年，必要な事項を農業委

員会に報告しており，要件を欠くおそ

れのある際には，農業委員会は必要な

措置を講ずべきことを勧告し，当該法

人から申出があれば，農地等の譲渡に

ついてのあっせんに努めることになる。

したがって，⑵は正しい。

⑶　農業生産法人になるには，行政庁の

特別の許可，認定，登録等の手続は不

要である。つまり，農業経営体として

ふさわしい農地法上の要件を備えてさ

えいれば，農業生産法人となる。した

がって，⑶は誤りであり，本問の正解

である。

⑷　農業生産法人でなくなった場合は，

農業委員会はその法人が所有する農地

等や，その法人に貸し付けられている

買収すべき農地等を公示する。当該法

人が 3 カ月以内に再びすべての要件を

満たせば，公示は取り消され買収は免

除となるが，満たせなかった場合はそ

の後 3 カ月以内に当該法人は農地等を

譲渡し，当該法人に貸し付けている農

地等の所有者はその返還を受けなけれ

ばならない。したがって，⑷は正しい。

⑸　法人形態要件は，①農業協同組合法

によって設立する農事組合法人，②株

式の譲渡制限のある株式会社，③特例

有限会社，④持分会社（合名，合資，

合同会社の総称）のいずれかである必

要がある。したがって，⑸は正しい。

農 地 転 用

問　12　農地転用について，誤っているもの

を 1つ選びなさい。

⑴　農地転用とは，農地を住宅地や工業用地，

駐車場，資材置場等の農地以外の用地に転

換することである。

⑵　市街化区域内の農地の転用については，

都道府県知事の許可が必要である。

⑶　農地転用の許可基準である「立地基準」

とは，転用しようとする農地を営農条件や

周辺の市街地化の状況からみて区分し，そ

の区分に応じて許可の可否を判断すること

である。

⑷　4ha を超える農地の転用については，農

林水産大臣の許可が必要である。

⑸　農道など，農地保全上必要な施設の機能

に支障を及ぼすおそれがある場合は，「立地

基準」を満たしていても，農地転用の許可

申請は認められない。

	 正解率　47％

正解　⑵	

　解　説

⑴　農地転用とは，農地を住宅地や工業
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用地，駐車場，資材置場等の農地以外

の用地に転換することである。したがっ

て，⑴は正しい。

⑵　市街化区域内の農地の転用について

は，農業委員会への届出制となってい

る。したがって，⑵は誤りであり，本

問の正解である。

⑶　農地転用の許可基準である「立地基

準」とは，転用しようとする農地の営

農条件や周辺の市街地化の状況からみ

て区分し，その区分に応じて許可の可

否を判断する基準である。したがって，

⑶は正しい。	

⑷　農地を農地以外のものにする場合，

または農地を農地以外のものにするた

め所有権等の権利設定・移転を行う場

合には，原則として都道府県知事（4ha

を超えるものは農林水産大臣）の許可

が必要である。したがって，⑷は正しい。

⑸　「立地基準」を満たしていても，農道

など農地保全上必要な施設の機能に支

障を及ぼすおそれがあるときは，「一般

基準」を満たしているとは言えず，農

地転用は許可されない。したがって，

⑸は正しい。

業 界 動 向

稲 作 業 界 の 動 向

問　13　稲作業界の動向について，誤ってい

るものを 1つ選びなさい。

⑴　米の主産地は東日本に集中しており，

2011 年の算出額上位は新潟県，北海道，群

馬県の順となっている。

⑵　米の輸入には枠外税率が課せられている

ため（ミニマム・アクセス米を除く），輸入

量は少ない。

⑶　米の輸出は年々増加しているが，中国へ

の輸出については，くん蒸処理などの要件

が課せられているため，輸出量はわずかで

ある。

⑷　米の生産者価格が下落基調にある一因と

して，業務用需要に対応した米作りの広が

りがある。

⑸　米流通制度改革に伴い，政府売り米，自

主流通米といった区分に分けて価格が決め

られる仕組みは廃止された。

	 正解率　59％

正解　⑴	

　解　説

⑴　2011 年における算出額上位は，①新

潟県（1,604 億円），②北海道（1,291

億円），③秋田県（1,062 億円）となっ

ている。したがって，⑴は誤りであり，

本問の正解である。

⑵　ウルグアイ・ラウンド農業合意の受

入に伴い，1995 年 4 月からミニマム・

アクセス（最低輸入量）の米輸入が開

始された。ミニマム・アクセス米以外

の米の輸入については，枠外税率が課

されており輸入量はごくわずかとなっ

ている。したがって，⑵は正しい。

⑶　日本食ブームもあり，米の輸出量は

伸びている。2007 年に中国（本土）へ

の輸出が解禁となったが，くん蒸処理

などの要件が課されているため，輸出

量はわずかに留まっている。したがっ

て，⑶は正しい。
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⑷　米の生産者価格は下落基調である。

特に高価格帯の米価が大きく下がって

おり，価格のばらつきが小さくなって

いるうえ，低価格帯に分布が寄ってい

る。これは全体として食味のバラツキ

が少なくなっていること，北海道米な

ど業務用需要に対応した米作りを行な

う地域が広がりを見せていること，消

費者の低価格志向が強まっていること，

といった要因が影響している。したがっ

て，⑷は正しい。

⑸　2004 年 4 月に米流通制度改革が行な

われたことに伴い，政府売り米，自主

流通米，計画外流通米といった区分に

分けて価格が決められる仕組みは廃

止されている。したがって，⑸は正し

い。

野菜の生産体系、流通、政策

問　14　野菜の生産体系，流通，政策について，

正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　野菜の「作型」として露地栽培と施設栽

培があり，「栽培方法」として促成栽培と抑

制栽培がある。

⑵　収穫された野菜は，すべて市場を通して

競りにかけられ流通する。

⑶　全農県本部・経済連等が行なう需給調整

は，野菜の全品目を対象としている。

⑷　指定野菜価格安定対策事業とは，指定野

菜の価格が一定水準より低くなったときに，

その価格低落分の 70 ～ 90％を補てんする

制度である。

⑸　野菜需給安定対策と指定野菜価格安定対

策事業の対象となるのは，出荷団体等が卸

売市場出荷した野菜に限られる。

	 正解率　39％

正解　⑷	

　解　説

⑴　野菜の作型としては露地よりも成長，

収穫出荷を早くする促成栽培，それと

は逆に遅くする抑制栽培がある。また，

栽培方法としては露地栽培，施設栽培

がある。したがって，⑴は誤り。

⑵　収穫された野菜は，JA のほか産地の

出荷団体等を経由して卸売市場に出荷

され，競りや入札，相対取引により流

通する。このほか，市場を経由せずに

契約取引などによりスーパーや製造業

者に流通するもの，産地の産直市に流

通するもの，生産者から一般家庭へ宅

配便等で運ばれるものなどがある。し

たがって，⑵は誤り。

⑶　野菜需給安定対策における需給調整

の対象品目は，キャベツ，たまねぎ，

だいこん，はくさい，レタス，にんじ

んである。したがって，⑶は誤り。

⑷　指定野菜価格安定対策事業とは，野

菜生産出荷安定法に基づき，指定野菜

の価格が一定水準（保証基準額）より

も低くなったときに，野菜指定産地内

の出荷団体または生産者に対し，その

価格低落分の 70 ～ 90％を補てんする

制度である。したがって，⑷は正しく，

本問の正解である。

⑸　野菜需給安定対策と指定野菜価格安

定対策事業の制度の対象となるのは，

出荷団体等が卸売市場に出荷した野菜

に限られていたが，2002 年 6 月，野菜

生産出荷安定法が改正され，加工業者，

外食業者，量販店の求める定時・定量・
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定質・定価といった条件に適合した野

菜の契約取引を推進するため，契約取

引に伴い生産者が負うリスクを軽減す

る制度が創設された。したがって，⑸

は誤り。

果 樹 の 業 界 動 向

問　15　果樹の業界動向について，正しいも

のを 1つ選びなさい。

⑴　果樹は永年性作物であり，品種更新等の

経営転換が容易に行えるという特徴があ

る。

⑵　果樹は，農業総算出額，生産出荷量とも

に減少傾向にある。

⑶　果実の輸入は，バナナやオレンジ等の一

部の品目に制限されており，輸入量は減少

傾向にある。

⑷　みかんやりんごは，隔年結果という現象

により，卸売価格が変動する。

⑸　果樹は，台風等の気象災害による卸売価

格の変動はない。

	 正解率　59％

正解　⑷	

　解　説

⑴　果樹は永年性作物で，植栽してから

収穫可能になるまでに数年を要する。

また，果樹が適応する温度帯，降水量

および土壌上件により栽培適地が決ま

る上に，生産技術の習得にも時間を必

要とすることから，品種更新等の経営

転換が容易には行なえない。したがっ

て，⑴は誤り。

⑵　果樹の農業総算出額および生産出荷

量は 2009 年より一時減少したが，近

年は増加傾向にある。したがって，⑵

は誤り。

⑶　果実の輸入はすべて自由化されてお

り，輸入量はやや増加基調にある。し

たがって，⑶は誤り。

⑷　みかんやりんごは隔年結果（結実の

多い年と少ない年が 1 年おきに続く現

象）により収穫量が変動し，これに応

じて卸売価格が変動する。したがって，

⑷は正しく，本問の正解である。

⑸　果樹は，特定時期への出荷集中，台

風等の気象災害による品質の低下や，

出荷減などによる卸売価格の変動がみ

られる。したがって，⑸は誤り。

果 樹 に つ い て

問　16　果樹について，正しいものを 1つ選

びなさい。

⑴　芽を間引くことを摘らいといい，花を間

引くことを摘花という。

⑵　果樹では，投下した資金に見合う生産が

あげられるようになるまでの育成期間が経

過することを，結実開始という。

⑶　果樹の減価償却は，植栽開始のときに開

始する。

⑷　果樹経営支援対策の対象は，温州みかん

とりんごのみである。

⑸　果樹共済制度は，隔年結果による減収を

補てんする制度である。

	 正解率　39％

正解　⑴	

　解　説

⑴　芽を間引くことを摘らいといい，花

を間引くこと摘花という。いずれも生
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育の良い物を残すために行う。したがっ

て，⑴は正しく，本問の正解である。

⑵　果樹では，植栽してから収穫可能に

なるまでを結実開始という。さらに投

下した資金に見合う生産が上げられる

ようになるまでには，植栽から育成期

間をおおむね経過しなければならない，

これを成園という。したがって，⑵は

誤り。

⑶　果樹の減価償却は，成園となってか

ら開始される。したがって，⑶は誤り。

⑷　果樹経営支援対策の対象は，産地計

画の振興品目・品種すべてある。した

がって，⑷は誤り。

⑸　果樹共済制度は，気象災害による減

収を補てんする制度である。したがっ

て，⑸は誤り。

農業簿記における収益の認識基準と計上時期・計上方法

問　17　農業簿記の収益の認識基準と計上時

期，計算方法について，誤っているものを 1

つ選びなさい。

⑴　農産物の売上は，農産物を引き渡した日

に収益を計上する販売基準によって収益を

認識するのが原則である。

⑵　収穫基準が適用される個人農業者につい

ては，期末における未収穫の農産物は，収

穫価格で評価されて必要経費から差し引か

れる。

⑶　法人の農産物の期末棚卸高は，原価で評

価されて製造原価から控除される。

⑷　委託販売は，原則として受託者がその委

託品を販売したときに収益を計上する。

⑸　所得税において，搾乳牛の売却は，事業

所得として扱われる。

	 正解率　34％

正解　⑵	

　解　説

⑴　農産物の売上については，農産物を

引き渡した日に収益を計上する販売基

準によって収益を認識するのが原則で

ある。したがって，⑴は正しい。

⑵　収穫基準が適用される個人農業者に

ついては，期末において未収穫の農産

物（仕掛品）や育成中の果樹・牛馬（育

成仮勘定）は，原価で評価されて必要

経費（生産原価）から差し引かれる。

したがって，⑵は誤りであり，本問の

正解である。

⑶　法人の農産物の期末棚卸高は，原価

で評価されて製造原価から控除される。

したがって，⑶は正しい。

⑷　委託販売での収益の計上時期は，受

託者がその委託品を販売したときにす

るのが原則である。したがって，⑷は

正しい。

⑸　所得税において，一般の事業用の固

定資産の譲渡による所得は譲渡所得

となるが，搾乳牛などのように反復

継続して譲渡することが事業の性質

上通常である場合には，事業所得とし

て取り扱われる。したがって，⑸は正

しい。

農畜産物の原価計算と育成仮勘定

問　18　農畜産物の原価計算と育成仮勘定に

ついて，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　育成仮勘定とは，りんごの場合，苗木を

植えてからりんごがなるまでの育成期間の
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費用を資産勘定に計上する際の科目のこと

である。

⑵　りんごにおける育成仮勘定は，必ず月次

で計算して計上する。

⑶　部門別計算において，部門共通費を各原

価部門に配賦する基準として，作付面積や

稼動時間の割合が用いられる。

⑷　個別原価計算は，単位製品にかかる直接

費に，部門間接費を一定の基準で単位製品

に配賦したものを合算して算出する。

⑸　畑に生える幼麦など，未収穫の農産物は，

棚卸資産に計上するのが原則である。

	 正解率　63％

正解　⑵	

　解　説

⑴　りんご栽培の場合，苗木を植えてか

らりんごがなるまでの育成期間は約 10

年である。この育成期間の費用を育成

仮勘定として資産勘定に計上し，樹木

が成熟し，りんごが成り始めてから減

価償却を開始し，その費用を配分する。

したがって，⑴は正しい

⑵　りんごの樹園地では，定植年度の異

なる樹木が隣接して植栽されている場

合も多く，育成中の幼木と成木とを区

別して管理育成するのは困難である。

そのため，年度末に一括して，管理育

成の総費用を，面積，時間の基準で按

分して育成仮勘定に計上することとな

る。したがって，⑵は誤りであり，本

問の正解である。

⑶　部門別計算において，部門共通費を

各原価部門に配賦する基準として，作

付面積・稼動時間の割合などが用いら

れる。したがって，⑶は正しい。

⑷　個別原価計算（製品別原価計算）は，

個別に直接賦課できる原価要素である

直接費と，個別に直接配賦することが

できない原価要素である間接費の合算

で算出される。その間接費は，部門間

接費を一定の配賦基準で個別の製品（農

畜産物）に配賦したものである。した

がって⑷は正しい。

⑸　畑に生える幼麦など，未収穫の農産

物は，棚卸資産に計上するのが原則で

ある。したがって，⑸は正しい。

農業経営把握・分析

農業補助金の種類と勘定処理

問　19　農業補助金の種類と勘定処理につい

て，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　経営所得安定対策における直接支払交付

金のうち，畑作物の数量払交付金は，価格

補填収入（営業収益）に計上する。

⑵　米価変動補填交付金は，翌年の 5 ～ 6 月

に支払われるものであり，価格補填収入（営

業収益）に計上する。

⑶　畑作物の営農継続支払（面積払交付金）は，

価格補填収入（営業収益）に計上する。

⑷　肉用牛肥育経営安定特別対策補填金（新

マルキン）など，肉用牛関係の補填金は，

対象牛を売却した日の属する年分の収入金

額に計上する。

⑸　加工原料乳等生産者経営安定対策補填金

については，経営安定積立金（投資等）と

して貸借対照表に計上する。
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	 正解率　23％

正解　⑵	

　解　説

⑴　経営所得安定対策における直接支払

交付金のうち，畑作物の数量払交付金

は，対象作物の販売数量・品質に応じ

て交付されるものであるため，価格補

填収入（営業収入）に計上する。したがっ

て，⑴は正しい。

⑵　米価変動補填交付金は，翌年の 5 ～

6 月頃に支払われるため，経営安定補

填収入（特別利益）に計上する。したがっ

て，⑵は誤りであり，本問の正解である。

⑶　畑作物の営農継続支払（面積払交付

金）は，数量払の内金で基本的には後

に支払われる数量払交付金に補充され

るため，価格補填収入とする。したがっ

て，⑶は正しい。

⑷　肉用牛肥育経営安定特別対策補填金

（新マルキン）など肉用牛関係の補填金

は，肉用牛免税による免税所得の計算

において収益と費用を対応させるため，

対象牛を売却した日の属する年分の収

入金額に計上する。したがって，⑷は

正しい。

⑸　加工原料乳等生産者経営安定対策補

填金については，生産者積立金が必要

経費（損金）にならないため，経営安

定積立金（投資等）として貸借対照表

に計上する必要がある。したがって，

⑸は正しい。

個 人 所 得 課 税

問　20　個人所得課税について，誤っている

ものを 1つ選びなさい。

⑴　家事消費金額は，収入金額に算入されない。

⑵　自家採取の金額は，費用と収益の両方に

計上する。

⑶　必要経費となる金額は，原則としてその

年において債務の確定した金額である。

⑷　子が，生計を一にする父から農業のため

に借りた土地や建物の固定資産税は，子の

必要経費となる。

⑸　生計を一にする配偶者その他の親族に支

払う給与は，原則として必要経費にならな

い。

	 正解率　37％

正解　⑴	

　解　説

⑴　農産物を自家用に消費した場合や贈

与した場合には，その農産物の販売が

あったものとして取り扱われる。その

収入金額は，原則としてその農産物の

通常の販売価額である。したがって，

⑴は誤りであり，本問の正解である。

⑵　生産した農産物の一部を次の栽培の

種として利用することを「自家採種」

という。この場合も改めて費用と収益

（事業消費高）の両方に計上する方法で

仕訳する必要がある。したがって，⑵

は正しい。

⑶　必要経費となる金額は，その年にお

いて債務の確定した金額である。その

年に支払った場合でも，原因となる事

実が発生していない場合など，債務の

確定していないものはその年の必要経

費にはならない。反対に，支払ってい

ない場合でも，債務が確定しているも

のはその年の必要経費になる。ただし，
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減価償却資産や繰延資産の償却費は例

外で，債務の確定に関係なく必要経費

になる。したがって，⑶は正しい。

⑷　子が，生計を一にする父から農業の

ために借りた土地・建物に生じた固定

資産税や減価償却費などの費用は，子

が営む農業の必要経費になる。したがっ

て，⑷は正しい。

⑸　生計を一にする配偶者その他の親族

に支払う給与賃金は，原則として必要

経費にならない。ただし，青色事業専

従者給与は，青色申告者の特典として，

必要経費に算入することができる。し

たがって，⑸は正しい。

農業者の青色申告事務

問　21　農業者の青色申告の事務について，

誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　農業者はすべて，記帳・帳簿等の保存制

度の対象である。

⑵　青色申告者は，条件を満たせば最高 65 万

円の青色申告特別控除の適用が受けられる。

⑶　生産者販売価額の算出時に，市場手数料

は差し引かない。

⑷　青色事業専従者給与の支払い対象者には，

15 歳未満の者は除かれる。

⑸　青色申告をする認定農業者は，限度額内

で農業経営基盤強化準備金として積み立て

た金額を，必要経費にすることができる。

	 正解率　54％

正解　⑶	

　解　説

⑴　2014 年 1 月から，白色申告や申告の

必要がない人も含めて農業者はすべて

記帳・帳簿等の保存制度（記帳義務）

の対象者となった。これまで白色申告

者の記帳義務は，前年分または前々年

分の不動産所得，事業所得および山林

所得の金額の合計額が 300 万円を超え

る場合に限られていた。したがって，

⑴は正しい。

⑵　農業を営む青色申告者は，①その所

得金額に係る取引を正規の簿記の原則

（一般的には複式簿記）にしたがって，

記帳する，②貸借対照表を損益計算書

とともに確定申告書に添付，③期限内

に確定申告書を提出する場合に，青色

申告特別控除として最高 65 万円を控除

することができる。したがって，⑵は

正しい。

⑶　生産者販売価額とは，農家の庭先に

おける農産物の裸価格である。具体的

には，市場の取引価格から市場手数料，

市場までの運賃，包装費その他の出荷

経費を差し引いた金額をいう。実務上

は，生産者販売価額をその年の実際の

販売単価や概算金の単価によって計算

することになる。したがって，⑶は誤

りであり，本問の正解である。

⑷　青色申告者が，生計を一にする配偶

者その他の親族（15 歳未満の人を除く）

で，その青色申告者の営む事業にもっ

ぱら従事している人に給与を支払った

場合は，必要経費とすることができる。

したがって，⑷は正しい。

⑸　青色申告をする認定農業者は，交付

を受けた経営所得安定対策の交付金の

額等を基礎として計算した限度額以内

で，農業経営基盤強化準備金として積

み立てた金額を必要経費とすることが
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できる。したがって，⑸は正しい。

法 人 所 得 課 税

問　22　法人所得課税について，正しいもの

を 1つ選びなさい。

⑴　剰余金処分による農業経営基盤強化準備

金取崩額は，会計上の収益ではないため，

当期利益に加算しない。

⑵　剰余金処分による従事分量配当は，当期

利益に加算する。

⑶　受取配当金は，税法上，全額が益金算入

される。

⑷　農事組合法人が営む農業については，事

業税は非課税となる。

⑸　中小企業において，交際費は，税法上，

全額損金算入できる。

	 正解率　28％

正解　⑷	

　解　説

⑴　剰余金処分による農業経営基盤強化

準備金取崩額は，会計上の収益ではな

いが，税務上は益金算入されるため，

当期利益に加算する。したがって，⑴

は誤り。

⑵　剰余金処分による従事分量配当は，

会計上の費用ではないが，税務上は損

金算入されるため，当期利益から減算

する。したがって，⑵は誤り。

⑶　受取配当金は，会計上の収益であり

営業外収益に計上されるが，二重課税

を避けるために税法上は益金不算入の

制度が設けられている。したがって，

⑶は誤り。

⑷　農業生産法人たる農事組合法人が営

む農業については，事業税は非課税と

なる。したがって，⑷は正しく，本問

の正解である。

⑸　交際費は，会計上の費用として販売

費および一般管理費に計上されるが，

税法上，中小法人においては，交際費

等（1 人 5,000 円以下の飲食費を除く）

のうち，年 800 万円までが損金算入と

なる。また，飲食費の 50％の損金算入

との選択適用ができる。したがって，

⑸は誤り。

集 落 営 農 と 課 税（＊）

問　23　集落営農と課税について，誤ってい

るものを 1つ選びなさい。

⑴　任意組合には団体に対する課税はなく，

損益が分配された構成員の段階で課税され

る。

⑵　任意組合から構成員が得る損益分配金は，

損益通算の対象とならない。

⑶　人格のない社団が行う農業から生じる所

得については，課税されない。

⑷　人格のない社団から構成員が得る収益分

配金については，二重課税が生じる。

⑸　人格のない社団において，消費税の簡易

課税の選択は認められている。

	 正解率　－％

正解　⑵	

　解　説

⑴　任意組合や有限責任事業組合（以下，

任意組合等）には，団体に対する課税

はない。任意組合等の損益は，そのま

ますべて構成員に分配され，構成員の

段階で課税される。したがって，⑴は
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正しい。

⑵　任意組合等から構成員が得る損益分

配金は，通常，事業所得に区分される。

組合事業以外に農業所得がある場合に

は，それと合算する。組合事業が赤字

の場合には損失が分配され，損益通算

の対象となる。したがって，⑵は誤り

であり，本問の正解である。

⑶　農業は非収益事業であるため，人格

のない社団が行う農業から生じる所得

については課税されない。したがって，

⑶は正しい。

⑷　分配金については，人格のない社団

の段階で課税を受けた後の所得を分配

するため，1 つの所得に対し二重課税

となり，他の形態に比べ不利な扱いと

なる（法人の配当金は個人の段階で配

当控除により二重課税を回避し，任意

組合は組合段階での課税がないため）。

したがって，⑷は正しい。

⑸　人格のない社団においても消費税の

簡易課税の選択は認められている。し

たがって，⑸は正しい。

農 業 者 年 金

問　24　農業者年金について，正しいものを

1つ選びなさい。

⑴　農業者とその配偶者は，第 3 号被保険者

に該当する。

⑵　農業者年金は，強制加入である。

⑶　農業者年金は，農業経営者でなければ加

入できない。

⑷　農業者年金の特例保険料は，基本保険料

の 2 万円から助成額を除いた額となる。

⑸　農業者年金の年金給付の種類は，農業者

老齢年金と死亡一時金の 2 種類である。

	 正解率　42％

正解　⑷	

　解　説

⑴　農業者とその配偶者は第 1 号被保険

者，農業法人の役職員は第 2 号被保険

者，第 2 号被保険者の被扶養配偶者は

第 3 号被保険者となっている。したがっ

て，⑴は誤り。

⑵　農業者年金制度は，他の公的年金と

同様の「老後生活の安定・福祉の向上」

の目的とともに，年金事業を通じた農

業政策上の目的を併せもつ制度である。

ただし，他の公的年金と違い，加入は任

意となっている。したがって，⑵は誤り。

⑶　農業者年金の加入資格は，60 歳未満

の国民年金の第 1 号被保険者で，年間

60 日以上農業に従事する者であり，農

業経営者でなくても加入できる。した

がって，⑶は誤り。

⑷　保険料には特例保険料と通常保険料

がある。特例保険料は，認定農業者な

どの保険料の国庫助成を受ける者が納

付する保険料で，基本保険料 2 万円か

ら助成額（4 千円～ 1 万円）を除いた

額となっている。したがって，⑷は正

しく，本問の正解である。

⑸　年金給付の種類は，「農業者老齢年金」

「特例付加年金」「死亡一時金」の 3 種

類である。したがって，⑸は誤り。

農 業 労 働 の 特 殊 性

問　25　要員計画を定める際に重要である農

業労働の特殊性について，正しいものはいく
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つあるか，⑴～⑸の中から 1つ選びなさい。

①　農作業は，作物によって農繁期と農閑期

があり，労働分配に不均衡が生じる。

②　作物の生長過程に応じて作業を分業化す

ることができ，同時並行的に進めやすい。

③　農業は，一般的に屋外労働が多いため，

天候などの自然条件の影響を受ける。

④　農作業は，一般的に広い耕作地で行われ

るため，移動労働が多くなる。

⑴　1 つ

⑵　2 つ

⑶　3 つ

⑷　4 つ

⑸　0（なし）

	 正解率　53％

正解　⑶	

　解　説

　農業労働の特殊性として，以下の点が

あげられる。

①　農業は作物によって農繁期と農閑期

があり，労働分配に不均衡が生じる

②　作物の成長過程に応じて作業が異な

り，その 1 つ 1 つの作業を分業化して

同時並行的に進め

ることができない。

③　農業は一般に屋外労働が多いため，

天候などの自然条件の影響を受ける

④　農作業は一般的に広い耕作地で行わ

れるため，移動労働が多くなる

　　設問中の②が誤りであるため，正解

は 3 つとなり⑶が本問の正解となる。

農業における財務分析

問　26　農業における財務分析について，分

析の目的別区分とその具体例に関する次の組

み合わせのうち，誤っているものを 1つ選び

なさい。

　〔目的別区分〕	 　　〔具体例〕

⑴　比率分析	 →　構成比率分析

⑵　収益性分析	 →　総資本経常利益率

⑶　生産性分析	 →　総資本回転率

⑷　安全性分析	 →　流動比率

⑸　実数分析	 →　関係比率分析

	 正解率　38％

正解　⑸	

　解　説

⑴　比率分析は，財務諸表の構成項目を

部分ごとに比較検討するものである。

この比率分析の具体例として，構成比

率分析や趨勢比率分析がある。したがっ

て，⑴は正しい。

⑵　収益性分析には，売上高総利益率，

売上高経常利益率，総資本経常利益率

などがある。したがって，⑵は正し 

い。

⑶　生産性分析には総資本回転率，一人

当たり付加価値，1 人当たり売上高等

などある。したがって，⑶は正しい。

⑷　安全性分析には流動比率，当座比率，

運転資本保有月数などがある。したがっ

て，⑷は正しい。

⑸　実数分析は，財務諸表の実数をその

まま分析するもので，実数による前期

比較，利益増減分析，損益分岐点分析，

収支分岐点分析などがこれに区分され

る。したがって，⑸は誤りであり，本

問の正解である。
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農業法人の貸借対照表

問　27　農業法人の貸借対照表について，正

しいものを 1つ選びなさい。

⑴　肥育中の動物や栽培中の植物は，育成仮

勘定として計上する。

⑵　果樹，茶などの未成園は，仕掛品として

計上する。

⑶　水田・畑作経営所得安定対策の拠出金は，

経営安定積立金として投資等に計上する。

⑷　資本金 300 万円の会社が，700 万円の借

入（長期借入金）を行って 1,000 万円のト

ラクターを購入した場合の長期固定適合率

は，333％である。

⑸　自己資本比率が高いほど，経営の安全度

が低いとされる。

	 正解率　19％

正解　⑶	

　解　説

⑴　肥育中の動物や栽培中の植物は，仕

掛品として計上する。したがって，⑴

は誤り。

⑵　果樹，茶などの未成園は，育成仮勘

定として計上する。したがって，⑵は

誤り。

⑶　水田・畑作経営所得安定対策，加工

原料乳などの経営安定対策の拠出金は，

拠出したときには損金にはならないた

め，「経営安定積立金」として投資等（固

定資産）の区分に資産計上する。した

がって，⑶は正しく，本問の正解である。

⑷　長期固定適合率＝〔固定資産÷（固

定負債 + 自己資本）　× 100 であり，設

問の解答は 100％である。したがって，

⑷は誤り。

⑸　自己資本比率とは，健全性分析の一

指標で，総資産に占める自己資本の割

合を示す。一般的には，この比率が高

いほど資本が充実していて経営の安全

度が高いことが分かる。したがって，

⑸は誤り。

農業法人の損益計算書

問　28　農業法人の損益計算書について，正

しいものを 1つ選びなさい。

⑴　繁殖用の牛や豚などの反復継続した売却

は，特別損益項目に計上する。

⑵　価格補填金は，営業収入（売上高の内訳

科目）に計上する。

⑶　一般助成収入には，作付助成収入も入る。

⑷　経営安定対策の補填金は，営業収入（売

上高の内訳科目）に計上する。

⑸　取引先が，農業経営基盤強化準備金の適

用を受けているかどうかは，税務申告書の

別表十六で確認することができる。

	 正解率　39％

正解　⑵	

　解　説

⑴　減価償却資産であっても，繁殖用の

牛や豚などの反復継続した売却は，営

業目的によるものであるため営業収入

（売上高の内訳科目）に計上する。した

がって，⑴は誤り。

⑵　価格補填金とは，農畜産物価格に付

随する交付金・補填金のことである。

価格補填収入は販売代金そのものでは

ないが，農畜産物の販売に伴ってその

販売数量に基づき交付されるものであ

るため，農畜産物の販売によって実現
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するものとして営業収入（売上高の内

訳科目）に計上する。したがって，⑵

は正しく，本問の正解である。

⑶　一般助成収入とは，経常的に交付さ

れる助成金のうち，作付助成収入に該

当しないもののことをいう。したがっ

て，⑶は誤り。

⑷　経営安定対策の補填金は，会計的に

は前期損益修正益の性格をもつもので

あることから，特別利益の区分に「経

営安定補填収入」として計上する。し

たがって，⑷は誤り。

⑸　農業経営基盤強化準備金の適用有無

は，税務申告書の別表四「所得の金額

の計算に関する明細書」で確認するこ

とができる。したがって，⑸は誤り。

農業者の資金繰り分析

問　29　農業者の資金繰り分析について，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　資金繰りを把握する資料として，税務申

告書がある。

⑵　1 年間の資金の動きは，畜産経営と水田

経営では大きく異なる。

⑶　資金繰り表の農外収支において，家計費

が適正な水準かを確認できる。

⑷　資金繰り表の期間は，経営状況により異

なる。

⑸　資金繰り表からは，資金需要時期や返済

能力を把握できる。

	 正解率　30％

正解　⑴	

　解　説

⑴　資金繰りを把握する資料としては資

金繰り表，資金運用表，資金移動表が

ある。したがって，⑴は誤りであり，

本問の正解である。

⑵　1 年間の資金の動きは，毎月収益が

発生する畜産経営と，販売時期が集中

する水田・畑作経営では大きく異なる。

したがって，⑵は正しい。

⑶　農外収支は，「農外収入－家計費－そ

の他支出」で算出される。農業以外の

支出があるか，ある場合は恒常的なも

のか，突発的なものか，家計費は適正

な水準か，などを確認する。したがって，

⑶は正しい。

⑷　農業者の経営状況によって，資金繰

り管理レベルは異なる。月次レベルで

作成することが一般的だが，経営再建

中の先では日次レベルの日繰表を作成

する場合もある。したがって，⑷は正

しい。

⑸　資金繰りの管理を行なうことで，農

業者は現金の収入と支出を明らかにし，

支払不能を回避したり，営農活動を効

率化できる。金融機関の立場にたてば，

資金需要時期や返済能力を把握するこ

とができる。したがって，⑸は正しい。

S W O T 分 析

問　30　SWOT分析に関する次の記述につい

て，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　SWOT 分析は，外部環境との対比を通じ，

内部環境の特徴について発見することを目

的とする。

⑵　内部環境の強み（弱み）の例として，人

や技術，設備がある。

⑶　外部環境の機会（脅威）の例として，法
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令の変化や市場トレンドがある。

⑷　SWOT 分析により，強みと機会などの組

み合わせの視点から，販売戦略を立てるこ

とができる。

⑸　SWOT 分析には，取り組むべき課題の優

先順位がつけやすいという利点がある。

	 正解率　28％

正解　⑸	

　解　説

⑴　SWOT 分析は，外部環境との対比を

通じ，機会を最も活かせる自社の強み

や，脅威にさらされ改善すべき自社の

弱みといった内部環境の特徴について

発見することを目的とする。したがっ

て，⑴は正しい。

⑵　内部環境の強みと弱みは，内部経営

資源である人や技術，設備等を分析し，

他より優れているもの，劣っているも

のをいう。したがって，⑵は正しい。

⑶　外部環境の機会と脅威は法令の変化，

マクロ経済，社会文化，技術革新，顧

客動向，市場トレンドをみて，機会は

自らにとってチャンスとなるもの，脅

威は自らにとってピンチとなるものの

ことをいう。したがって，⑶は正しい。

⑷　SWOT 分析は，強みと機会などの組

み合わせの視点により，内部環境と外

部環境の現状を抽出した上で，「強みを

機会に活かす，強みによって脅威を回

避する，弱みを強みに変える，弱みと

脅威の最悪の状態を避ける」といった

販売戦略を立てることが可能となる利

点がある。したがって，⑷は正しい。

⑸　SWOT 分析には，漏れや抜けが出や

すくなること，羅列的に記載すると総

花的になって，取り組むべき優先順位

が見きわめにくいといった欠点がある。

したがって，⑸は誤りであり，本問の

正解である。

融資審査にかかる情報収集

問　31　融資審査および融資管理に必要な情

報収集について，正しいものを 1つ選びなさ

い。

⑴　JA の融資の場合，借入申込を受けたら，

まず申込者が JA の定款や規定に定められ

ている者かどうかを確認する必要がある。

⑵　信用情報収集において個人経営の属性調

査を行う際，借入申込をした本人が調査対

象であるため，家族について調査する必要

はない。

⑶　信用情報の収集で重要なポイントは，キャ

ピタル（資本），クレジット（信用度），キャ

パシティ（返済能力）の 3C であるといわ

れている。

⑷　融資審査では，担保物件があるものの，

融資金額がその担保価額の範囲を超える場

合には，事業計画等が明確であっても融資

をしてはならない。

⑸　相談者から提出された資料の実績値を評

価するとき，事業の内容や生産物の品目な

どは生産者によってそれぞれ異なるため，

他の生産者の実績値や行政等のモデル指標

を参考にする必要はない。

	 正解率　67％

正解　⑴	

　解　説

⑴　JA の融資は，主として組合員個人や

組合員を構成する法人など，JA の定款
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や規定に明示されている特定の者を対

象に行うことになるため，借入申込を

受けた際には，まず申込者が JA の定

款や規定に定められている者かどうか

を確認する必要がある。また，制度資

金や要項資金は，その融資要項などに

融資対象者や資金使途，融資条件など

が定められているので，その定められ

た借入資格を有していることを確認す

る必要がある。したがって，⑴は正しく，

これが本問の正解である。

⑵　信用情報収集において個人経営の属

性調査を行う際，借入申込者本人の情

報に加え，申込者に属する情報として

扶養家族・同居家族の構成や年齢，住

居状況を把握することが重要である。

したがって，⑵は誤りである。

⑶　借入申込を受けたら，まずは相手方

の信用情報を十分に収集して，貸出金

の安全性が確保できるかどうかの判断

を行うが，信用情報収集で特に重要な

ポイントは，キャピタル（資本），キャ

ラクター（返済意思），キャパシティ（返

済能力）の 3C であるといわれている。

したがって，⑶は誤りである。

⑷　担保は万一の場合の補完措置である

ため，担保物件があれば担保価額の範

囲で融資する，担保がなければ融資を

しないといった形式的な判断をしては

ならない。したがって，⑷は誤りである。

⑸　相談者から提出された資料に記載さ

れた実績値を，一般的な指標値や模範

的な生産者の実績などと比較し，その

相談者の技術水準等を評価することが

あり，行政や関係団体等が公表してい

るモデル指標や，日本政策金融公庫が

公表している農業経営動向分析，農畜

産業振興機構のホームページに掲載さ

れている市況や統計情報が参考となる。

したがって，⑸は誤りである。

農 業 者 の 資 金 ニ ー ズ

問　32　農業者の資金ニーズについて，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　耕種における融資の際，生産サイクルを

加味した返済期間を考慮する必要がある。

⑵　耕種において，資本投下から回収までの

期間は，播種から収穫・出荷までの期間と

同じである。

⑶　畜産経営では，鳥インフルエンザや BSE

などの疾病について，自身の農場で発生し

ていない場合でも，風評による影響により

予期しない資金ニーズが発生するケースが

ある。

⑷　畜産における主な資本設備は，畜舎およ

び畜舎内部施設であるが，糞尿処理施設等

の環境設備への投資も重要視されている。

⑸　融資相談に対応する際には，返済条件に

問題がなければ，融資する資金の使途や借

入が必要となった要因まで把握する必要は

ない。

	 正解率　94％

正解　⑸	

　解　説

⑴　耕種のなかで，通常の作物であれば

播種から収穫・出荷まで 1 年を超えな

いが，洋ランのように出荷まで数年を

要する作物もあるため，生産サイクル

を加味した返済期間を考慮する必要が

ある。したがって，⑴は正しい。
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⑵　耕種において，資本投下から回収ま

での期間は，播種から収穫・出荷まで

の期間と同じである。したがって，⑵

は正しい。

⑶　畜産経営では，疾病による病死や淘

汰，鳥インフルエンザや BSE が自身

の農場で発生していなくても，風評に

よる影響を被るような場合には予期し

ない資金ニーズが発生する。したがっ

て，⑶は正しい。

⑷　「家畜排せつ物の管理の適正化および

利用の促進に関する法律」の施行を受

け，畜産における糞尿処理施設等の環

境投資は重要視されている。したがっ

て，⑷は正しい。

⑸　融資相談に的確に対応するためには，

①貸出金の安全性確保のため，②融資

条件を決定するため，③相手方のニー

ズに合った資金を提供するため，の 3

つの観点から，融資する資金の使途お

よび借入が必要になった要因を正確に

把握する必要がある。したがって，⑸

は誤りで，本問の正解である。

農業者向け制度資金①

問　33　農業者向け制度資金について，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　JA 農機ハウスローンは，他金融機関の農

機具ローンの借換えも対象としている。

⑵　農業近代化資金は，JA 等の系統資金を中

心とする民間資金を原資とし，国や都道府

県，市町村が利子補給を行うものである。

⑶　JA 新規就農応援資金は，制度資金の補完

を行うことで，JA バンクとして新規就農者

の就農定着を支援することを目的としてい

る。

⑷　農業改良資金とは，財政資金を無利子で

供給することにより，先駆的，モデル的な

農業経営を農業改良普及組織による指導を

もとに育成していく資金のことである。

⑸　担い手応援ローンは，農業の新たな担い

手となる新規就農者を応援するための公庫

資金である。

	 正解率　27％

正解　⑸	

　解　説

⑴　JA 農機ハウスローンは，農業者が農

業生産向上のため農業機械等を取得す

るに際し，迅速かつ簡便に借入できる

融資商品である。農機具の取得やパイ

プハウス等資材・建設費用などのほか，

他金融期間の農機具ローンの借換えも

対象としている。したがって，⑴は正

しい。

⑵　農業近代化資金は，JA 等の系統資金

を中心とする民間資金を原資とし，国

や都道府県，市町村が利子補給を行う

ものである。したがって，⑵は正しい。

⑶　JA 新規就農応援資金は，就農施設等

資金など制度資金の補完を行うことで，

JA バンクとして新規就農者の就農定着

を支援することを目的とした商品であ

る。したがって，⑶は正しい。

⑷　農業改良資金は，財政資金を無利子

で供給することにより，先駆的，モデ

ル的な農業経営を農業改良普及組織に

よる指導をもとに育成していく資金と

して，1956 年に創設された。したがっ

て，⑷は正しい。

⑸　担い手応援ローンは，JA に税務面な
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どの経営相談を行いながら，自らの経

営の効率化や高度化に意欲的に取り組

む農業者を応援するための資金である。

したがって，⑸は誤りであり，これが

本問の正解である。

農業者向け制度資金②

問　34　農業者向け制度資金について，正し

いものを 1つ選びなさい。

⑴　制度資金を利用するには，窓口機関に経

営改善資金計画書を提出する必要があるが，

窓口機関は JA または日本政策金融公庫の

みである。

⑵　金融機関が行う公庫資金の貸付業務の範

囲に，融資後の資金の使途や借入者の事業

に対する監査に関する業務は含まれない。

⑶　JA が農業近代化資金を取り扱うには，市

町村と利子補給に係る契約を締結する必要

がある。

⑷　農業近代化資金の融資事務における特別

融資制度推進会議は，原則として各市町村

段階で設置されている。

⑸　アグリマイティー資金は，水田・畑作経

営所得安定対策の対象者に対する設備資金

を融通している。

	 正解率　37％

正解　⑷	

　解　説

⑴　制度資金を利用するには，窓口機関

に所定の「経営改善資金計画書」等を

提出すれば，関係融資機関や保証機関

が連携し，手続が進められる仕組みに

なっている。窓口機関には，JA，信用

農業協同組合連合会（信連），日本政策

金融公庫，農林中央金庫，銀行，信用

金庫，信用組合などがある。したがって，

⑴は誤りである。

⑵　金融機関が行う公庫資金の貸付業務

の範囲は，借入申込みの受理および審

査，貸付金の交付，貸付金の管理・回

収ならびに融資後の資金の使途，およ

び借受人の事業に対する監査等に関す

る業務となっている。したがって，⑵

は誤りである。

⑶　JA が農業近代化資金を取り扱うに

は，都道府県と利子補給に係る契約を

結ぶ必要がある。したがって，⑶は誤

りである。

⑷　農業近代化資金の融資事務における

特別融資制度推進会議は，原則として

各市町村段階で設置されている。した

がって，⑷は正しく，これが本問の正

解である。

⑸　アグリマイティー資金は農業者等が

おこなう地域農業および農村地域の発

展に資する前向きな事業に必要な資金

を融通するための商品である。施設の

取得・拡張，設備・機具購入から短期

の運転資金まで，幅広い資金ニーズに

対応している。したがって，⑸は誤り

である。

農業経営における運転資金の考え方

問　35　農業経営における運転資金の基本的

な考え方について，誤っているものを 1つ選

びなさい。

⑴　販売先の倒産や災害による損失などに

よって赤字になったときに補填する資金の

ことを，赤字資金という。
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⑵　運転資金には，仕入資金や販売資金のほ

かに，既往債務の返済資金など，経営を維

持存続させていくために必要な資金も含ま

れる。

⑶　増加運転資金とは，新規の借入を行った

ことにより増加した返済元金のことである。

⑷　耕種農業であっても畜産農業であっても，

運転資金需要は発生する。

⑸　従業員への賞与支払のための資金や，決

算に伴う配当金を支払うための資金は，季

節資金で賄われる場合もある。

	 正解率　55％

正解　⑶	

　解　説

⑴　販売先の倒産による売上の損失や災

害による損失などによって，赤字となっ

たときに補填する資金のことを赤字資

金という。赤字の発生原因が業績不振

による場合には，問題解決の見通しを

しっかりと立てることが重要である。

したがって，⑴は正しい。

⑵　運転資金は，仕入資金や販売資金な

ど本来の事業活動に伴って発生する資

金の他に，赤字発生に伴う不足資金や

設備資金の調達不足を補う資金，既往

債務の返済資金など，経営を維持存続

させていくために必要な資金も含まれ

る。したがって，⑵は正しい。

⑶　増加運転資金とは，経営規模拡大や

回収条件の変化により，経常運転資金

として必要な金額が増加した場合に必

要となるものである。したがって，⑶

は誤りであり，これが本問の正解であ

る。

⑷　耕種農業では，農産物の品目によっ

て固有の生産期間があり，その期間を

経過しないと販売できる製品にならな

い。生産期間中は，収入がないなかで

生産費を投じるため，支出が先行して

運転資金が必要になる。また，畜産農

業でも，たとえば肉用牛経営（和牛）

の場合，子牛を導入してから肥育牛と

して出荷するまでの 20 カ月間の費用が

先行し，運転資金が必要となる。した

がって，⑷は正しい。

⑸　従業員への賞与支払や決算時の配当

金支払は，本来利益が発生した場合に

支払われるものであり，利益から捻出

されるべきものである。しかし，支払

が一時的に集中するため，短期の借入

金（季節資金借入）で賄われる場合も

ある。したがって，⑸は正しい。

設備資金の審査ポイント

問　36　農業経営における設備資金の審査の

ポイントについて，誤っているものを 1つ選

びなさい。

⑴　新規事業を始めるための設備資金の借入

申込があったとき，その事業を始める動機

や現在の事業との関連について確認する必

要がある。

⑵　設備投資は，農業経営の成長発展には必

要不可欠なものであるが，投資した資金を

回収するには長期間を要するため，慎重に

検討する必要がある。

⑶　農業の場合，設備投資の意思決定から投

資効果が発生するまでの間に景況や業界動

向が変化してしまい，思うような投資効果

が得られないこともある。

⑷　設備資金の償還期間は，対象となる設備
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の耐用年数と一致させないのが原則である。

⑸　融資先が，計画立案段階から設備の購入

先や工事施工先への支払について，支払手

形や未払金による後日払を予定しているよ

うな場合には，その理由を確認する必要が

ある。

	 正解率　96％

正解　⑷	

　解　説

⑴　新規事業によって得られる増収が設

備資金の返済財源になるため，新規事

業を始める動機や現在の事業との関連

について確認する必要がある。したがっ

て，⑴は正しい。

⑵　農業経営には設備が必要であり，経

営を成長発展させていくためには追加

投資が必要である。しかし，投資した

多額の資金は，農業の特性から回収に

長期間を要するため，財務の流動性を

低下させるとともに，修繕費などの費

用も伴うため，慎重に検討を進めてい

く必要がある。したがって，⑵は正しい。

⑶　農業の場合，投資の意思決定から投

資効果が発生するまでの期間が長く，

その間に景況や業界動向が変化してし

まい，期待どおりの投資効果が得られ

ないことがある。そのため，設備投資

の審査にあたっては，意思決定のタイ

ミングや，景況・業界動向に留意する

ことも重要である。したがって，⑶は

正しい。

⑷　設備資金の返済財源は，当該資金に

よって取得した設備を用いて行う事業

活動から獲得される利益であることか

ら，償還期間の設定は対象となる設備

の耐用年数と一致させるのが原則であ

る。したがって，⑷は誤りであり，本

問の正解である。

⑸　設備資金は自己資金と借入金で調達

するのが一般的である。計画立案の段

階から設備の購入先や工事施工先に対

して，支払手形や未払金による後日払

を予定しているようであれば，その理

由を確認する必要がある。したがって，

⑸は正しい。

農業融資における保証制度①

問　37　農業融資における保証制度について，

誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　家畜等への担保権設定については，対象

となる動産の評価手法やモニタリング体制

などを確立することが必要である。

⑵　ビニールハウスなど，表示登記できない

物件でも，譲渡担保等により担保権を設定

することができる。

⑶　補助金で取得した施設の場合，金融機関

が担保権を設定することについて一定の制

約がある。

⑷　農地は，農業者にとって重要な経営資産

であるため，その状態を問わず，担保権を

設定する意義は大きい。

⑸　動産への担保権設定を検討する際，対象

とすべき動産かどうかを判断するポイント

の 1 つとして，「適切な換価手段が確保され

ているか」がある。

	 正解率　67％

正解　⑷	

　解　説

⑴　家畜等の動産への担保権設定につい
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ては，対象となる動産の評価手法，

モニタリング体制，処分時のバック

アップ体制を確立し，評価価値のある

物件として機能できる仕組みを構築す

る必要がある。したがって，⑴は正し

い。

⑵　ビニールハウスや牛舎等，壁のない

物件は表示登記ができないことがあり，

こうした構築物は，譲渡担保等により

担保権を設定する。したがって，⑵は

正しい。

⑶　補助金で整備された施設等に対して，

金融機関が担保権を設定する際には，

一定の制約があるため，都道府県や市

町村等の補助事業担当者と連絡を取り，

担保権設定の可否や必要な手続等につ

いて調整しておくことが必要である。

したがって，⑶は正しい。

⑷　農地は，農地法など法令上の制約が

あり，一般的には担保物件として不適

格とされてきたが，農業者にとっては

経営資産そのものであり，作付け状況

のモニタリング，経営内容の把握を行

うことで，担保権を設定するという選

択肢もある。ただし，耕作放棄されて

いる農地の場合，債権保全の面からも

効果が期待できず，担保権を設定する

意義は低いと判断される。したがって，

⑷は誤りであり，これが本問の正解で

ある。

⑸　動産への担保権設定について，対象

とすべき動産かどうかを判断するポイ

ントの 1 つとして，「適切な換価手段が

確保されているか」がある。したがって，

⑸は正しい。

農業融資における保証制度②

問　38　農業融資における保証制度について，

正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　農業信用保証保険制度が保証する債務の

範囲は，保証にかかる借入金の元本のみで

あり，利息およびその債務の不履行による

遅延損害金は，保証の範囲に含まれない。

⑵　農業者等が，農業信用基金協会の債務保

証を利用して融資を受ける場合，融資機関

と金銭消費貸借契約を締結する。

⑶　農業信用基金協会は，国の出資により設

立された機関である。

⑷　農業信用保証保険制度では，畜産特別資

金は債務保証の対象外となっている。

⑸　農業者等が，「農業信用基金協会」の債務

保証を利用する場合は，借入の申込の際に，

債務保証委託申込書を農業信用基金協会に

直接提出する。

	 正解率　78％

正解　⑵	

　解　説

⑴　農業信用保証保険制度が保証する債

務の範囲は，保証に係る借入金の元本，

利息およびその債務の不履行による遅

延損害金を加えた額である。したがっ

て，⑴は誤りである。

⑵　農業者等が，農業信用基金協会の債

務保証を利用して融資を受ける場合，

融資機関と金銭消費貸借契約を締結す

る。したがって，⑵は正しく，これが

本問の正解である。

⑶　農業信用基金協会は，JA や都道府県

等の出資により設立された機関である。

したがって，⑶は誤りである。



−52−

農業融資実務

⑷　農業信用保証保険制度は，農業近代

化資金や農業改良資金，畜産特別資金な

ど 8 種類の資金が債務保証の対象となっ

ている。したがって，⑷は誤りである。

⑸　農業者等が，農業信用基金協会の債

務保証を利用する場合，借入の申込の

際に，JA や銀行などの融資機関を通じ

て債務保証委託申込書を提出する。し

たがって，⑸は誤りである。

農 業 に お け る A B L

問　39　農業における ABL（Asset Based 

Lending）について，正しいものを 1つ選び

なさい。

⑴　ABL は，金融検査マニュアルでは一般担

保として取り扱うことが認められていない。

⑵　ABL の対象となる生産物の種類には制約

があり，肉用牛は担保として提供できるが，

花や野菜は担保として提供できない。

⑶　資金調達余力の拡大を図る手法として，

営業用資産を担保とする ABL の仕組みが

注目されている。

⑷　畜産業に対して ABL を行う場合の特性

として，融資先が倒産しても，肥育途中の

担保家畜を，市場で容易に売却できる点が

挙げられる。

⑸　農業における ABL の取組みとして，飼料

会社と連携した新たな畜産版 ABL の構築

が進められているが，これは担保家畜のモ

ニタリングのみを仕組み化したものである。

	 正解率　70％

正解　⑶	

　解　説

⑴　かつての金融検査マニュアルでは，

ABL が一般担保（客観的な処分可能性

がある担保）として取り扱われるため

の具体的な要件が明確ではなかったが，

ABL の積極的な活用を推進するため，

2013 年 2 月に金融検査マニュアルが改

定され運用の明確化が図られた。した

がって，⑴は誤りである。

⑵　農業に対して ABL を行う場合，生

産物を担保として提供することができ，

営業用資産として肉用牛，水産物，花，

野菜など，多様な資産での適用事例が

ある。したがって，⑵は誤りである。

⑶　ABL とは，企業の保有する売掛金や

在庫などの流動性の高い事業収益資産

の価値により，その企業の信用リスク

を補完して行う貸出である。2004 年に

成立した動産・債権登記制度の成立，

2007 年 3 月決算からの金融庁による検

査体制の変更に伴い，ABL に注目が集

まっている。したがって，⑶は正しく，

これが本問の正解である。

⑷　畜産業に対して ABL を行う場合に

認識すべき特性として，肥育途中の担

保家畜は製品としての価値を持たない

ため，倒産や経営中止の場合に即時換

金できる市場や仕組みがなく，時価評

価は困難であり，資産としての担保評

価が困難と考えられている点である。

したがって，⑷は誤りである。

⑸　農業における ABL の取組みとして，

飼料会社と連携した新たな畜産版 ABL

の構築が進められている。肉用牛経営

の入り口（素畜購入）から出口（生牛

成牛出荷，販売代金による金融機関の

貸付回収）まで，すべてを管理できる

仕組みとなっており，担保家畜のモニ
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タリングやデフォルト時のバックアッ

プ体制について仕組み化されている。

したがって，⑸は誤りである。

農業におけるリースの取組

問　40　農業におけるリースの取組みについ

て，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　ファイナンス・リースは，リース料が定

額で，多額の初期費用も不要のため，資金

の固定化を回避できる。

⑵　リース取引のメリットとして，企業の規

模を問わず，リース料の 50％を経費として

処理できる点が挙げられる。

⑶　ファイナンス・リースのリース期間は，

原則として法定耐用年数の 70％から設定で

きるため，機械設備の陳腐化を防ぐことが

できる。

⑷　ファイナンス・リース取引では，基本的

にリース期間中の解約が禁止されている。

⑸　ファイナンス・リースでは，固定資産の

管理にかかる手間を軽減できる。

	 正解率　52％

正解　⑵	

　解　説

⑴　ファイナンス・リースは，リース料

が定額で，多額の初期費用も不要なた

め，資金の固定化を回避することがで

きる。したがって，⑴は正しい。

⑵　中小企業はリース料を全額経費とし

て処理でき，大企業は一定額以下の取

引なら経費として処理できる。したがっ

て，⑵は誤りであり，これが本問の正

解である。

⑶　ファイナンス・リースは，リース期

間は原則として法定耐用年数の 70％か

ら設定できる。特に陳腐化が法定耐用

年数より早い資産を取得する場合，柔

軟に対応できるようになる。したがっ

て，⑶は正しい。

⑷　ファイナンス・リースは，基本的に

リース期間中の解約は禁止され，中途

解約をする場合には残りの期間のリー

ス料またはそれに相当する違約金を一

括で支払うよう，契約で定められてい

る。したがって，⑷は正しい。

⑸　ファイナンス・リースは，固定資産

税や保険に係る手続きをリース会社が

行うため，事務負担を軽減できるとい

う特徴がある。したがって，⑸は正し

い。

経 営 改 善 提 案 の 取 組

問　41　農業における経営改善提案の取組み

について，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　農業に関する主な相談内容は，「事業化関

連」「農畜産物販売関連」「人材育成関連」

に類型化できる。

⑵　農畜産物販売関連の相談の具体例として，

商談会出展サポートや市場調査がある。

⑶　事業化関連の相談の具体例として，事業

承継や農業参入などがある。

⑷　農業に関する相談を受けたときに確認す

べき主なポイントは，「相談者の属性を確認

する」「相談内容を確認する」の 2 つのみで

ある。

⑸　農業者との相談対応では，相談者の仕入・

販売の状況，業種・地域においてどういっ

た位置づけにある先かなどを確認すること

が必要である。
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	 正解率　93％

正解　⑷	

　解　説

⑴　農業に関する主な相談内容は，「事業

化関連」「農畜産物販売関連」「人材育

成関連」に類型化できる。したがって，

⑴は正しい。

⑵　農畜産物販売関連では，具体的な相

談内容として，取引条件の整備，販売

先探索，商談会出展サポート，市場調

査などがある。したがって，⑵は正しい。

⑶　事業化関連では，具体的な相談内容

として，補助申請，融資申込準備，事

業承継，農業参入，M ＆ A などがある。

したがって，⑶は正しい。

⑷　農業に関する相談を受けたとき，確

認する主なポイントは，「相談者の属性

を確認する」「相談内容を確認する」「後

日トラブルとなりそうな最低限の事項

の説明と意思確認」の 3 つである。し

たがって，⑷は誤りであり，これが本

問の正解である。

⑸　農業者との相談対応では，相談者の

営農類型，経営規模，仕入・販売の状

況，業種・地域においてどういった位

置づけにある先かなど相談者の属性を

確認することが必要である。したがっ

て，⑸は正しい。

経営改善提案における現状把握の手法

問　42　現状把握の手法について，誤ってい

るものを 1つ選びなさい。

⑴　現状把握の基本的な流れは，「予備調査→

現地調査→前提の確認→取りまとめ→面談」

である。

⑵　現地調査に関するチェックポイントとし

て，圃場や作業場の整備状況，組合や近隣

農家と農作業の協力をしているかなどが挙

げられる。

⑶　面談では，経営者や役員だけでなく，生

産者メンバーからもヒアリングを行う。

⑷　予備調査では，現地訪問に向けて，営農

類型や規模等をまとめておく。

⑸　経営管理能力に関するチェックポイント

として，経営目標を立てているか，市場情

報を販売計画に反映しているか，事業の赤

字解消策を持っているか，などが挙げられ

る。

	 正解率　72％

正解　⑴	

　解　説

⑴　現状把握の基本的な流れは，「前提

の確認→予備調査→現地調査→面談→

取りまとめ」である。前提の確認では，

調査の目的や調査対象の範囲などを確

認し，調査に関する仮説を立て，予備

調査でどのような情報を収集するかを

決める。したがって，⑴は誤りであり，

本問の正解である。

⑵　現地調査に関するチェックポイント

として，圃場や作業場での人の動き・

作業の流れ，設備の手入れ・老朽化の

状況などの確認，また，組合や近隣農

家と農作業の協力をしているか，納入

先・仕入先との関係など地域との関係

性などが挙げられる。したがって，⑵

は正しい。

⑶　面談では，経営者や役員だけでなく，

生産者メンバーからもヒアリングを行
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い，現場の作業プロセスの不明点・疑

問点などについて確認する。したがっ

て，⑶は正しい。

⑷　予備調査では，営農類型や規模，労

働力等をまとめておき，問題点や課題

を事前に想定し，現地調査のための

チェックリストや質問票を作成する。

これによって，現地調査と面談を効率

的に行い，情報収集の漏れを防ぐこと

ができる。したがって，⑷は正しい。

⑸　経営管理能力に関するチェックポイ

ントとして，経営目標（経営目標を立

てているか等），生産計画（生産管理は

長期計画・短期計画別に立てられてい

るか等），販売計画（市場情報を的確に

つかみ販売計画に反映しているか等），

資金計画（事業の赤字解消策を持って

いるか等）などが挙げられる。したがっ

て，⑸は正しい。

経 営 改 善 計 画 の 策 定

問　43　経営改善計画の策定について，正し

いものを 1つ選びなさい。

⑴　対象先の問題点抽出にあたっては，面談

により，実態貸借対照表・実態損益計算書

を作成し，経営実態を明らかにすることが

重要であるが，SWOT 分析などによる環境

分析は不要である。

⑵　経営改善計画の期間は，10 年～ 15 年と

するのが一般的である。

⑶　JA に提出された経営改善計画の承認にあ

たっては，融資部門と切り離した二次審査

部門で計画の妥当性を検証することが望ま

しい。

⑷　経営改善計画を作った後に修正すること

はなく，計画に従って実施するのみである。

⑸　農業は，自然条件に左右されるなど不確

実要素が多いため，経営改善計画を作成す

る際には，すべきことさえ記されていれば，

数字や実施時期を明確にする必要はない。

	 正解率　72％

正解　⑶	

　解　説

⑴　対象先の経営不振の問題点抽出にあ

たっては，面談により明らかになった

対象先の経営実態に基づく実態貸借対

照表，実態損益計算書を作成し，改め

て決算内容や資金繰りについて分析す

る。また，SWOT 分析などによる環境

分析や優良経営体との比較による分析

も行う。したがって，⑴は誤りである。

⑵　経営改善計画の期間は，5 年以内が

一般的であり，5 年を超える場合でも

合理的で実現可能性の高い計画とする

ことが求められる。したがって，⑵は

誤りである。

⑶　経営改善計画が提出されると，JA と

して計画を承認するかどうかの決定を

することになる。計画の妥当性を検証

する部署は，融資部門と切り離した二

次審査部門で行うことが望ましい。し

たがって，⑶は正しく，これが本問の

正解である。

⑷　経営改善案を実施するなかで，実行

状況や成果をモニタリングするが，実

績と計画に大きな乖離がでた場合や，

やむを得ない事情により設備投資を行

わなければならない場合などは，計画

の修正を検討する。したがって，⑷は

誤りである。
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⑸　経営改善計画を成功させるための留

意点として，事後管理を徹底するため

に数字で表現すること，毎年の営農活

動の中での実施時期と実施内容を明ら

かにすることが挙げられる。したがっ

て，⑸は誤りである。

経営改善計画書の作成実務

問　44　経営改善計画書の作成実務について，

誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　個人農業者の目標利益を設定する際，必

要利益は「家計費－（農外所得＋年金被贈

等）」で求める。

⑵　経営改善案のアクションプランを作成す

る際，期限や方法を，具体的に数値を用い

て記載するとよい。

⑶　経営改善計画書を策定する際，青色申告

書や決算書などから経営実績を把握し，対

象先との面談等を行って改善提案の基礎と

なる問題点の取りまとめを行う。

⑷　財務内容については，含み損益や粉飾な

どを精査しながら資産負債内容の再評価を

行い，実態を明らかにし，金融取引の見直

しや遊休資産の整理などについて検討を加

えていく。

⑸　経営改善計画書は，農業経営負担軽減支

援資金の借入を行う際に必要である。

	 正解率　76％

正解　⑴	

　解　説

⑴　個人農業者の目標利益を設定する際，

必要利益は「（家計費＋租税公課＋償還

元金）－（農外所得＋年金被贈等）」で

求める。したがって，⑴は誤りであり，

これが本問の正解である。

⑵　経営改善案のアクションプランを作

成する際，漠然とした書き方は避け，

期限や方法を具体的に，数値を用いて

記載するとよい。したがって，⑵は正

しい。

⑶　経営改善計画書を策定する際，青色

申告書や決算書，製造原価報告書など

から経営実績を把握する。次に，対象

先との面談等を行って改善提案の基礎

となる問題点の取りまとめを行う。し

たがって，⑶は正しい。

⑷　財務内容については，含み損益や粉

飾などを精査しながら資産負債内容の

再評価を行い，実態を明らかにしたう

で「経営力を背景とした財務内容（資

産負債バランス）」を作成し，これらを

踏まえて，金融取引の見直しや遊休資

産の整理，返済計画・調達計画の見直

しなどについて検討を加えていく。し

たがって，⑷は正しい。

⑸　経営改善計画書は，農業経営負担軽

減支援資金や経営体育成強化資金（負

債整理）の借入を行う際に必要である。

したがって，⑸は正しい。
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　農業を営む A 社の下記資料を基に，次の［問 45］～［問 47］に答えなさい。
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財務分析（計算問題 1-1）

問　45　A社の経常運転資金として，次のうち正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　150 千円

⑵　1,050 千円

⑶　1,950 千円

⑷　3,000 千円

⑸　4,050 千円

	 正解率　58％

正解　⑶	

　解　説

　　経常運転資金は「在庫・回収・支払」の 3 つの条件の組み合わせによって生じる不

足を調達するための資金のことである。

　経常運転資金：売上債権＋棚卸資産－買入債務

　→ 1,200 千円＋ 1,800 千円－ 1,050 千円＝ 1,950 千円

財務分析（計算問題 1-2）

問　46　A社の借入金月商比率として，次のうち正しいものを 1つ選びなさい。なお，計算結果は

表示単位の小数点以下第 2位を四捨五入すること。

⑴　0.5 カ月

⑵　0.7 カ月

⑶　1.2 カ月

⑷　5.4 カ月

⑸　6.6 カ月

	 正解率　15％

正解　⑸	

　解　説

　　借入金月商比率は，借入金の残高が何カ月分の売上に相当するかを示す指標である。

　借入金月商比率：有利子負債／月商

　→（3,300 千円＋ 14,600 千円）／（32,400 千円／ 12 カ月）≒ 6.6 カ月



−58− −59−

農業融資実務 農業融資実務

財務分析（計算問題 1-3）

問　47　A社の財務分析について，下記の表の空欄①～③の組合せとして，正しいものを 1つ選び

なさい。なお，計算結果は表示単位の小数点以下第 2位を四捨五入すること。また，問題の性質上，

明らかにできない部分は□□□で表している。

分析項目 Ａ社 業界平均 業界対比

総資産回転率 1.0 1.2 不良

売上高経常利益率 ① 10.7％ 良好

流動比率 ② 210.0％ 不良

長期固定適合率 ③ 85.5％ □□□

⑴　①　14.7％　　②　110.3％　　③　108.6％

⑵　①　16.3％　　②　110.3％　　③　108.6％

⑶　①　14.7％　　②　191.7％　　③　108.6％

⑷　①　16.3％　　②　191.7％　　③　67.3％

⑸　①　14.7％　　②　191.7％　　③　67.3％

	 正解率　37％

正解　⑸	

　解　説

①　売上高経常利益率：経常利益／売上高

　　→ 4,770 千円／ 32,400 千円× 100 ≒ 14.7％

②　流動比率：流動資産／流動負債

　　→ 16,100 千円／ 8,400 千円× 100 ≒ 191.7％

③　長期固定適合率：固定資産／（固定負債＋純資産）

　　→ 15,850 千円／（14,600 千円＋ 8,950 千円）× 100 ≒ 67.3％
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　農業を営む B 社は，3 種類の作目を栽培している。

　B 社に関する下記資料を基に，次の［問 48］～［問 50］に答えなさい。
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財務分析（計算問題 2-1）

問　48　《設例》の〔B社の売上高と費用に関する資料〕の①～③に当てはまる数値の組み合わせ

として，次のうち正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　①　1,500　② 3,000　③　10,800

⑵　①　1,000　② 1,500　③　10,800

⑶　①　1,500　② 1,500　③　11,800

⑷　①　1,000　② 3,000　③　11,800

⑸　①　1,000　② 3,000　③　10,800

	 正解率　63％

正解　⑶	

　解　説

①　作目 A の燃料費：3,000 千円÷（30ha ＋ 20ha ＋ 10ha）× 30ha ＝ 1,500 千円

②　作目 C の人件費：6,000 千円÷（1,500 時間＋ 750 時間＋ 750 時間）× 750 時間＝ 1,500

千円

③　作目Bの費用合計：6,750千円＋1,000千円＋1,500千円＋950千円＋600千円＋1,000

千円＝ 11,800 千円

※作目 B の各費用は，上記①・②の計算要領により，燃料費 1,000 千円，人件費 1,500 千円，

支払地代 600 千円である。

財務分析（計算問題 2-2）

問　49　B社の損益分岐点売上高として，次のうち正しい金額を 1つ選びなさい。

⑴　13,716 千円

⑵　17,280 千円

⑶　20,950 千円

⑷　24,193 千円

⑸　28,800 千円

	 正解率　37％

正解　⑵	

　解　説

　　損益分岐点とは損益が均衡しゼロとなる点のことで，自社の売上高がこの損益分岐

点からみてどの位置にあるかを探り，現状分析と今後の経営方針の参考とするもので

ある。
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　　損益分岐点売上高：固定費／｛ 1 －（変動費／売上高）｝

　B 社の固定費：人件費 6,000 千円＋支払地代 1,800 千円＋減価償却費 3,000 千円

　　　　　　　　＝ 10,800 千円

　B 社の変動費：原材料費 14,060 千円＋燃料費 3,000 千円＋販売経費 1,990 千円

　　　　　　　　＝ 19,050 千円

　したがって，B 社の損益分岐点売上高は，

　10,800 千円／｛ 1 －（19,050 千円／ 50,800 千円）｝＝ 17,280 千円

財務分析（計算問題 2-3）

問　50　B社が 45,000 千円の利益を出すためには，売上高はいくら必要か。次のうち正しい金額

を 1つ選びなさい。

⑴　　72,000 千円

⑵　　74,850 千円

⑶　　89,280 千円

⑷　　95,800 千円

⑸　　148,800 千円

	 正解率　25％

正解　⑶	

　解　説

　　必要売上高は，{ 固定費（減価償却費を含む）＋必要利益 } ／限界利益率により算出

できる。

　したがって，B 社が 45,000 千円の利益を出すために必要な売上高は，

　（10,800 千円＋ 45,000 千円）／ 0.625 ＝ 89,280 千円
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